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研究成果の概要（和文）：教育機関、行政機関に対する教育事業会計制度化に関する質問紙調
査を実施し、制度化のレディネスの程度を明らかにした。また英国、米国等の公会計制度枠内
における教育行政や公立学校の会計制度の構造について調査し、公会計制度枠内における教育
部門の取扱いの差異の規定要因を明らかにした。さらに、複式簿記・発生主義基準による公立
小・中学校の財務諸表の試作を通じて、単式簿記では捕捉できなかった隠れた費用の存在を確
認し、実質的な教育費は名目額よりも大きいことを明らかにした。 
 
 
研究成果の概要（英文）：In order to find out the level of the readiness to accept the Public 
Accounting System for Education, we have carried out the survey by the questionnaire to 
the educational institutions and the local governments(including Board of Education). 
Also we have found out the difference of the Public Accounting System for Education between 
countries and or local governments, through investigating into the Public Accounting 
System of UK and USA. And the more by applying the double-entry bookkeeping and the accrual 
methods, we have prepared the financial statements of the primary school and the junior 
high school.  As a result it was appeared that the real educational cost was much larger 
than the nominal one.  
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１．研究開始当初の背景 
 教育部門においても、新しい行政管理手法
としての NPM（New Public Management）
の導入が徐々に進められている。こうした教
育政策環境の変化は、教育委員会の役割にも
徐々に変化をもたらせ、教育財サービスの直
接供給者から、一部または全部の外部委託と
その成果の達成基準・目標に照らした評価主
体へと移行しつつある。そのため教育財サー
ビスの成果達成度の評価は、公共直営と外部
委託の場合の比較を必然化する。そして合理
的な比較には成果達成度の測定手法（＝会計
制度）の共通性が前提となる。ところが公共
部門は教育委員会を含めて単式簿記と現金
主義会計を、民間部門は複式簿記と発生主義
会計をそれぞれ採用している。そのためＮＰ
Ｍ体制下では公会計改革による成果測定基
準の共通化が不可欠となる。 
 また地方分権の推進に伴って、国の教育関
係補助・負担金の廃止・削減、財源の一般財
源化への移行は、地方の裁量幅を拡大させ、
財源の特定性を喪失することにつながる状
況が生じている。 
 
２．研究の目的 
 上記のような政策環境の中で、公共部門は
測定尺度の共通化のため、会計手続きと費用
認識基準を複式簿記と発生主義の原則に転
換することを通じて公会計改革を推進して
いる。また、会計規律を活用した保有債権の
担保価値を保全する仕組みの組込が急務と
なっている。教育部門においても、教育関係
補助金・負担金の廃止・削減、財源の一般財
源化は、ＮＰＭの基本原理の適用と見ること
ができる。こうした動向は地方の自主性・競
争の高まりを招来し、予定調和的に良質の教
育サービスを確保し得るとする向きもある。
しかし地方分権によって裁量幅が拡大する
自治体首長の教育政策判断（＝属人的判断）
を何で規律付けし、正当性を確保するのか。
また教育財源の「特定性」を失うことであり、
このことは地方、特に教育委員会にとっては
国や自治体財政当局に対する保有債権（教育
財源を受ける権利）の担保価値を著しく失う
ことになる。何でもって失われた特定性を回
復し、教育財源を確保するのか。それは会計
制度―特に会計規律による担保措置である
と考える。 
 欧米各国の公会計改革は、企業会計と同様
の「複式簿記・発生主義会計」に移行しつつ
も収益計算ではなく「資源の費消とその回復
過程を正確に記録する」資源会計の制度化に
主眼が置かれている。教育部門においても、

資源会計的観点に立つ公会計制度の整備に
よって教育財源確保の拠点形成を図らねば
ならない。そのため会計規律を援用し、教育
委員会制度を財務面から支える公会計制度
の開発と、その在り方を多元的に検討するこ
とは重要な課題となる。 
 
３．研究の方法 
 本研究を通じて以下 3点の到達目標を設定
した。 
（1）どの程度教育公会計制度構築のレディ

ネスがあるのか、その開発・適用に際して制
度面・実務面の課題は何か、制度構築はどの
程度説明責任を向上させるのか、を明らかに
することである。 
（2）ＮＰＭ導入に伴う公会計改革の動向を
参照事例とするため、英米の先進国、マレー
シア等の途上国の教育部門会計制度の取り
扱い状況を調査し、その特徴を明らかにする
ことである。 
（3）教育部門会計に複式簿記・発生主義会
計を導入した場合、新たに認識される教育費
の規模は如何ほどか、会計規律で特定化する
ことでどの程度計画的な教育財源確保が可
能となるか、について検討することである。   
（1）の課題については、郵送法による質問
紙調査を実施した。特徴のある自治体（臼杵
市、宇城市、浜松市、東京都）については、
聞き取り調査を行った。（2）については英国
ロンドンの郊外の小学校への現地調査、Web
を通じた資料収集、米国テキサスサンアント
ニオ市の現地調査、ニューヨーク等の Web を
通じた資料収集、マレーシアへの現地調査を
実施した。（3）については、京都市と臼杵市
を取り上げ、会計変換ソフトを用いて複式簿
記・発生主義に基づく財務諸表を試作した。 
４．研究成果 
（1）学校教育部門は事業別会計導入には義
務教育段階では否定的、高等学校・特別支援
学校では肯定的回答が多いことが判明した。
料金収入の有無が微妙に回答に影響してい
るものと思われる。行政機関については、公
会計改革のねらいは、成果に対する説明責任
の遂行であるとの回答が最も多く、教育事業
部会計の制度化には否定的回答が多かった。
ただし給食事業、社会教育施設については事
業部会計については肯定的傾向が見られた。
社会教育機関については、事業部会計の導入
は肯定が否定をわずかに上回っている状況
であった。 
（2）英国の公立学校においては、経常的経
費の収支計算のみが行われ、校舎・敷地等の
資産は地方自治体が一括して有形固定資産



として他の行政財産と一括計上されている
ことが明らかになった。しかし英国の学校制
度の複雑さも相まって、その経費負担、資産
の所有関係が地方教育当局と学校理事会に
分有される事例も見られた。 
（3）米国の場合、教育委員会制度の在り様
と会計制度がリンクしていることが分かっ
た。このことは、米国で伝統的な独立学区と
しての教育行政機関による公立学校管理と、
近年ニューヨーク、シカゴ等の大都市で導入
されている教育行政の市長部局への統合
（mayoral takeover）の２つのタイプが存在
することに起因する。ニューヨークでは教育
関係は一般政府会計の中に集約されている。
教育関連の構成主体（Component）の中には、
校舎建設・整備推進と財源調達の手段として
の公債発行ダミー組織としての役割を果た
すため、市の会計制度枠内で独立した会計単
位として存在するものがあることが分かっ
た（Blended Component）。他方独立学区の場
合は、i)市の会計制度枠内で市の会計とは別
の会計単位として存在する形態をとる場合、
市に会計制度とは別に全く独自の会計制度
を運営している場合の存在が明らかになっ
た。また教育部門の会計についても、政府会
計基準審議会（GASB）による州・自治体の財
務報告基準によって財務諸表の調整が行わ
れている。 
（4）さらに会計変換ソフトを用いて、京都
市、臼杵市の小・中学校の財務諸表を複式簿
記・発生主義基準で試作してみた。単式簿記
では捕捉できなかった隠された費用の存在
が確認され、実質的な教育費は名目額よりも
大きいことが明らかにされた。 
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